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１ 生活保護制度 

（１）生活保護制度の目的 

生活保護は、日本国憲法第２５条に規定する理念により、昭和２５年に制定された生活保護

法に基づいて、生活に困窮する全ての国民に対して、その困窮の程度に応じた必要な保護を行

い、最低限度の生活を保障するとともに、自立を助長することを目的としています。 

 

 

（２）生活保護制度の基本原理 

 

 

 

 

 

 

（３）生活保護実施上の原則 

 

 

（４）保護の要否                  

  保護が受けられる場合                保護が受けられない場合 

 

 

 

（５）生活保護の種類と方法 

 

 

最 低 生 活 費 

収  入 保護費 

最 低 生 活 費 

収  入 

５ 生活保護・生活困窮者自立支援 

①国家責任による最低生活保障の原理 

②保護請求権無差別平等の原理 

③健康で文化的な最低生活保障の原理 

④保護の補足性の原理 
（ア）資産の活用 

（イ）能力の活用 

（ウ）私的扶養の優先 

（エ）他法他施策の活用 

①申請保護の原則 

②基準および程度の原則 

③必要即応の原則 

④世帯単位の原則 

 

 

 

①生活扶助 …衣食その他日常生活費等 

②教育扶助 …義務教育にかかる教材費等 

③住宅扶助 …家賃・地代・住宅維持費等 

④医療扶助 …診察・薬剤・治療材料費等 

⑤介護扶助 …居宅介護費・施設介護費・介護予防費等 

⑥出産扶助 …分娩の介助費等 

⑦生業扶助 …技能取得費・高等学校就学費等 

⑧葬祭扶助 …火葬・埋葬費等 
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（６）実施状況 

管内における生活保護受給者は、１０年前の平成２０年度には２５世帯２９人でしたが、平成 

３０年度は３７世帯４２人に増加しています。（いずれも当該年度の平均、表１） 

世帯の構成人員、年齢区分別被保護人数（表２）については昨年度に比べ大幅に増え、世帯

類型では高齢者世帯が微増しています（表３）。 

管内の被保護世帯は、高齢者、傷病者・障がい者が全体の８割以上を占めており（表３）、町、

民生委員、医療機関、介護サービス事業所等と密接な連携をとりながら、適切な援助方針を立て

て支援を行っています。また、稼働年齢層の被保護者については就労意欲の喚起を図り、福井公

共職業安定所が実施する生活保護受給者等就労自立促進事業の活用を図る等、経済的自立へ

の支援を行っています。 

 

   表１ 被保護世帯の構成人員の状況（永平寺町内）       

区  分 １人 ２人 ３人 ４人 ５人 ６人 計 

29 年度（世帯数）   29   4  0  0  0  0  33 

30 年度（世帯数）   32   5  0  0  0  0  37 

30 年度構成比（％） 86.5 13.5 0.0 0.0 0.0 0.0 100 

 

表２ 年齢区分別被保護人員（永平寺町内）              
 

幼少年齢層 稼働年齢層 老齢年齢層  

 

区 分  

 
 
 

～ 
 
 

歳 

  
 

～ 
 
 

歳 

小 
 
 

計 

  
 

～ 
 
 

歳 

  
 

～ 
 
 

歳 

  
 

～ 
 
 

歳 

小 
 
 

計 

 
  

～ 
 
 

歳 

 
 

歳 

以 

上 

小 
 
 

計 

計 

29 年度（人） 0 0 0 0 12 5 17 5 15 20 37 

30 年度（人） 0 0 0 0 15 2 17 6 19 25 42 

 

 

 

 

(平成 31 年 4 月 1 日現在) 

(平成 31 年 4 月 1 日現在) 

5 

6 

14 

15 

19 

20 

59 

60 

64 

65 

69 

70 0 
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表３ 被保護世帯の世帯類型の状況（永平寺町内）        

区  分 高齢者世帯 母子世帯 傷病・障がい者世帯  その他の世帯 計 

29 年度（世帯数）  １6   0   １2   5  33 

30 年度（世帯数）  １9   0   13   5  37 

30 年 度 構 成 比 （％） 51.4 0.0 35.1 13.5 100 

 

 

２ 生活困窮者自立支援制度 

（１）生活困窮者自立支援制度の目的 

平成２７年４月から生活困窮者自立支援法が施行されたことに伴い、自立相談支援事業、住

宅確保給付金事業、就労準備支援事業、家計相談支援事業、学習支援事業を行っています。

この制度は、生活保護に至る前の段階から生活困窮者の自立を促進するための支援を行うこと

で、困窮状態からの早期脱却や貧困の連鎖の防止を図ることを目的としています。管轄区域は

生活保護と同じく永平寺町１町となっています。 

平成３０年度の新規相談受付件数は ６件、就労者数は １人、生活保護受給に至った方は

３人でした（表４）。また、平成３０年度の学習教室参加者数は、小学生１０人、中学生 ３人、延

べ３３３人でした（表５）。 

 

（２）生活困窮者自立支援制度の内容 

①自 立 相 談 支 援  …相談者の状況や抱えている問題をアセスメントし、自立に向けたプランを

個別に作成し支援をします。 

②住居確保給付金 …離職等により住居を失った、もしくは失うおそれのある場合、就職にむけ

た活動を条件に家賃相当額を一定期間給付します。 

（収入・資産の要件あり、支給期間：原則３か月） 

③就 労 準 備 支 援  …直ちに就労することが困難な方に、一般就労に向けた支援および就労 

機会の提供を行います。 

④家 計 相 談 支 援  …相談者が自ら家計を管理できるように、状況に応じた支援計画作成や 

関係機関へのつなぎ、貸付のあっせん等により早期の生活再建を支援 

⑤子どもの学習支援 …生活困窮家庭、ひとり親等の小学生・中学生を対象とする学習教室の 

実施 

(平成 31 年 4 月 1 日現在) 
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表４ 自立相談支援状況 

年    度  
新規相談 

受付件数 
就労者数 増収者数 

生活 保 受

給開 始 者  

平 成 ２ ９ 年 度 ３件  １件  １件  １件  

平 成 ３ ０ 年 度 ６件  １件  １件  ３件  

 

表５ 学習教室参加者数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年    度  
小学 生  中学 生  

実人 員  延人 員  実人 員  延人 員  

平 成 ２ ９ 年 度 ５人  １１７人  ４人  ４１人  

平 成 ３ ０ 年 度 １０人  ２４９人  ３人  ８４人  
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県では、「第三次福井県元気な子ども・子育て応援計画」を策定し、子育て支援のための様々な

施策を実施しています。当センターにおいても、市町や児童相談所等と連携し、児童福祉の推進に

努めています。 

１ 家庭相談員による相談支援 

家庭相談員が関係機関と緊密な連携をとりながら、必要な相談・援助にあたっています。 

表１　家庭相談員の相談受付状況

児
童
虐
待

そ
の
他

肢
体
不
自
由

視
聴
覚

障
が
い

障
が
い
等

言
語
発
達

障
が
い

重
症
心
身

知
的
障
が
い

発
達
障
が
い

ぐ
犯
行
為
等

触
法
行
為
等

性
格
行
動

不
登
校

適
　
性

し
つ
け

延件数 0 95 0 0 0 2 0 0 23 0 0 76 124 47 32 0 399

実人数 0 9 0 0 0 1 0 0 1 0 0 14 6 2 11 0 44
延件数
構成比
(％) 0.0 23.8 0.0 0.0 0.0 0.5 0.0 0.0 5.8 0.0 0.0 19.0 31.1 11.8 8.0 0.0 100.0

延件数 0 85 0 5 0 5 0 0 15 0 0 80 115 26 41 12 384

実人数 0 6 0 1 0 2 0 0 1 0 0 10 5 4 6 1 36
延件数
構成比
(％) 0.0 22.1 0.0 1.3 0.0 1.3 0.0 0.0 3.9 0.0 0.0 20.8 29.9 6.8 10.7 3.2 100.0

３
０
年
度

２
９
年
度

そ
の
他
の
相
談

合

計

養護相談

保
健
相
談

障がい相談 非行相談 育成相談

　　　　事　項

　件数等

 

２ 児童虐待防止専門研修会の開催  

主任児童委員、保育士、幼稚園・小中学校教員等を対象とした児童虐待防止専門研修会を

年１回開催しています。 

 

表２ 児童虐待防止専門研修会実施状況                       （平成３０年度） 

開催日・会場 内容 講師 参加者 

平成 31 年 3 月 5 日 

福井県生活学習館 

講演「児童虐待を地域で予防する

ために～わたしたちができること

～」 

福井心のクリニック 

臨床心理士 

 齊藤 荘二 氏 

56 人 

 

 

６ 児童福祉 
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県では、「第６次福井県障害者福祉計画」を策定し、障がい者が住みなれた地域で安心して生き

がいのある暮らしができる社会の実現に向けて、様々な取り組みを行っています。 

当センターにおいても、身体障害者手帳の交付、傷害児福祉手当・特別障害者手当の給付等を

行い、身体障害者の福祉の向上に努めています。 
 

１ 身体障害者手帳の交付 

補装具、各施設入所などの各種援助を受ける場合や、税の減免、鉄道運賃の割引などのサー

ビスを受ける場合の身体障がい者の証票として交付しています。 

  表１ 健康福祉センター別身体障害者手帳交付者数          （平成31年3月31日現在） 

健康福祉センタ

ー名 
福 井 坂 井 奥 越 

丹   南 
二 州 若 狭 合 計 

鯖 江 武 生 

30 年度 13,125 5,712 3,358 4,555 4,323 4,531 2,842 38,446 

  表２ 管内障がい等級別身体障害者手帳認定者数（福井市・永平寺町内）(平成31年3月31日現在） 

 重度障害者 
3 級 4 級 5 級 6 級 計 

1 級 2 級 

視   覚 309 264 62 44 114 60 853 

聴覚・平衡 58 226 145 277 11 477 1,194 

音声・言語・そしゃく 15 11 67 49   142 

肢   体 1,317 1,289 1,539 1,963 546 320 6,974 

内   部 2,180 81 838 774   3,873 

計 3,879 1,871 2,651 3,107 671 857 13,036 

※認定件数は複数の障がいを持つ方がいるので交付者数と一致しない 

２ 特別障害者手当等の支給 

身体または精神の重度の障がいにより、日常生活において常時特別の介護を必要とする状態に

ある在宅の最重度障がい（児）者について、その負担を軽減する手段として手当を支給していま

す。 

  表３ 特別障害者手当等の受給者数                  （平成 31 年 3 月 31 日現在） 

手当の名称 手当の額 永平寺町 額の改定 平成 3１年 4 月～ 

特別障害者手当 26,940 円/月 
(17) 

15 
27,200 円/月 

障害児福祉手当 14,650 円/月 
(9) 

8 
14,790 円/月 

※ （ ）内は平成 30 年３月３１日現在の数値 

７ 障がい者（児）福祉 
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３ 福祉のまちづくり 

（１）福祉のまちづくり条例 

障がい者や高齢者を含む全ての方が、自らの意思で自由に社会生活活動に参加できるよう、県

では「福祉のまちづくり条例」を定め、官公庁施設、医療施設、社会福祉施設、商業施設など、多

数の方が利用する施設で、障がい者用駐車場や点字ブロックなどの設置、段差の解消などのバリ

アフリーを推進しています。 

  表４ 「福祉のまちづくり条例」適合証交付施設数 

機 関 名 

（所管区域） 

医療   

施設 

社会  

福祉     

施設 

商業 

施設 

教育  

施設 

集会  

施設 

公益  

事業           

施設 

共同  

住宅 

そ の 他 

合計 

当センター 

（永平寺町） 

（1） 

1 

（5） 

5 

（0） 

1 

（1） 

1 

（2） 

2 

（1） 

1 

（0） 

0 

（10） 

11 

   ※ （ ）内は平成３０年３月３１日現在の数値 

 

（２） ハートフル専用パーキング利用証制度 

県では平成１９年１０月から、公共施設やショッピングセンターなどで、障がい者などが、駐車場

を快適に利用できるよう、ハートフル専用パーキング（身体障がい者等用駐車場）制度を実施して

います。ハートフル専用パーキングは、利用証をお持ちの方がご利用いただける駐車場で、障がい

者、高齢者、けがをされている方、妊娠中や産後の方など歩行が困難な方に、県内共通の「ハート

フル専用パーキング（身体障がい者等専用駐車場）利用証」を交付しています。 

 

表５ 利用証交付数・協定施設数  (平成 31 年 3 月 31 日現在) 

 福井市・永平寺町内 

有効交付数 2,973 

協定施設数 266 

          ※ 有効交付数とは、利用証の有効期限が切れていない枚数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(平成 31 年 3 月 31 日現在) 
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婦人保護事業は、当初、「売春防止法」に基づき実施されてきましたが、近年、個人の尊厳を脅

かす配偶者等からの暴力（いわゆるドメスティック・バイオレンス、DV）や男女問題、離婚問題など

女性をとりまく問題は、社会状況の変化とともに大きく変わってきています。 

当センターでは、ＤＶ被害者等に対して、女性相談員が関係機関と緊密な連携をとりながら、必

要な相談・援助にあたっています。 

また、関係機関の職員を対象に、ＤＶに関する制度の理解促進、相談対応の技術向上等を図

るために、ＤＶ事例検討会を年１回開催しています。 

 

女性相談受付状況 　　　　　　　　　　　　　　　　                   　
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42 20 1 7 0 0 0 0 0 0 0 0 2 0 0 0 1 73

57 64 0 0 0 1 4 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 126
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男
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題

30年度
件数

0 2 0 2 0 0 0 0 0 0 0 75

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 126

　　　　事　項
　　　 （その２）

　件数等

経　済　関　係
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８ 女性福祉 
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県では、「第４次福井県ひとり親家庭自立支援計画」を策定し、ひとり親家庭の支援のための

様々な施策を実施しています。 

このうち、当センターにおいて、母子・父子自立支援員が母子・父子・寡婦のあらゆる相談に応じ、

精神的、経済的自立に必要な助言指導を行っています。 

住

宅

医

療

家

庭

紛

争

就

労

養
　
　
育
　
費

そ

の

他

養

育

教

育

非

行

そ

の

他

母
子
福
祉
資
金

寡
婦
福
祉
資
金

児
童
扶
養
手
当

生

活

援

護

そ

の

他

相談
件数 0 0 18 6 0 12 1 4 0 6 3 2 2 0 2 56

相談
回数 0 0 71 73 0 51 5 20 0 24 6 13 3 0 4 270

相談
件数 0 1 6 5 2 17 0 4 0 0 6 1 0 0 3 45

相談
回数 0 24 58 31 9 68 0 23 0 0 24 33 0 0 5 275

３
０
年
度

２
９
年
度

生 活 支 援

計

　　　　　事 項

  件数等

生 活 一 般 児 童

 

表２ 支援制度一覧 (主なもの)                        (平成３１年４月１日現在) 

項   目 内      容 

児 童 扶 養 手 当 

父または母と生計を同じくしていない１８歳に達する日以後の最初

の３月３１日までの間にある児童(政令で定める程度の障がいの状

態にある場合は２０歳未満の児童)を監護する母、または監護し、か

つ、生計を同じくする父、もしくは父母にかわってその児童を養育し

ている方に支給されます。 

ひ と り 親 家 庭 

医 療 費 助 成 事 業 

母子(父子)家庭の母(父)および児童、または一人暮らしの寡婦の

医療費が無料になります。 

母子父子寡婦福祉資金 

貸付金 

ひとり親家庭および寡婦の生活の安定と児童の福祉を推進するた

めに、各種資金の貸付を行っています。 

ひとり親家庭児童の学習

支援 

ひとり親家庭となり家庭環境が変化した児童・生徒を支援し、義務

教育の段階から学習意欲の低下を防ぐため、学習ボランティアによ

る学習の支援を行います。 

 

９ 母子･父子･寡婦福祉 


